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内子町監査基準 

第１章 一般基準 

(監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為の目的) 

第１条 地方公共団体において監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為は、当該地方公

共団体の事務の管理及び執行等について、法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的な実施を確保

し、住民の福祉の増進に資することを目的とする。 

２ 監査委員は、監査基準に従い公正不偏の態度を保持し、正当な注意を払ってその職務を遂行する。それによ

って自ら入手した証拠に基づき意見等を形成し、結果に関する報告等を決定し、これを議会及び町長等に提出

する。 

(監査等の範囲及び目的) 

第２条 監査、検査、審査その他の行為のうち、本基準における監査等は次に掲げるものとし、それぞれ当該各

号に定めることを目的とする。 

一 財務監査（1） 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、正確で、最少の経費

で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか監査すること 

二 行政監査（2） 事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組

織及び運営の合理化に努めているか監査すること 

三 財政援助団体等監査（3） 補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団

体、借入金の元金又は利子の支払を保証している団体、信託の受託者及び公の施設の管理を行わせている団

体の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか監

査すること 

四 決算審査（4） 決算その他関係書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査すること 

五 例月出納検査（5） 会計管理者等（6）の現金の出納事務が正確に行われているか検査すること 

六 基金運用審査（7） 基金の運用状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運用が確実かつ効率的に行わ

れているか審査すること 

七 健全化判断比率等審査（8） 健全化判断比率（9）及び資金不足比率（10）並びにそれらの算定の基礎となる事

項を記載した書類が法令に適合し、かつ正確であるか審査すること 

八 内部統制評価報告書審査（11） 長が作成した内部統制評価報告書について、長による評価が適切に実施さ

れ、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われているか審査すること 

２ 法令の規定により監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為(監査等を除く。)につい

ては、法令の規定に基づき、かつ、本基準の趣旨に鑑み、実施するものとする。 

３ 監査等の種類は、次表に掲げるとおりとする。 

区 
分 

号 種 類 根拠法規定 対象又は主眼点 

報告等の決 

定における 

合議の要否 

監 
 

査 

１号 財務監査 

法第 199条 

第 1項及び 

第 4項 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理を監査するもの 

毎会計年度少なくとも 1 回以上期日を定めて、

（ア）町の財務に関する事務の執行が、適正かつ効

率的に行われているかどうか、（イ）町の経営に係る

事業の管理が、合理的かつ効率的に行われているか

どうか、（ウ）必要に応じ、町の事務事業の執行に係

る工事について、当該工事の設計、施工等が適正に

行われているかどうか、また、建物等の維持管理が

良好であるかどうかを主眼として実施するもの 

要 
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監 
 

査 

２号 随時監査 
法第 199条 

第 5項 

必要があると認めるとき、財務監査に準じて実施

するもの 要 

３号 行政監査 
法第 199条 

第 2項 

必要があると認めるとき、町の事務又は法定受託

事務（地方自治法施行令第140条の 5に定める事務

を除く。）の執行が、合理的かつ効率的に行われてい

るか、法令等の定めるところに従って適正に行われ

ているかどうかを主眼として適時に実施するもの 

要 

４号 

財政援助団体

等に対する監

査 

法第 199条 

第 7項 

財政援助を与えている団体、出資・支払保証団体、

信託の受託者及び公の施設の指定管理者に対し、必

要があると認めるとき、又は町長の要求に基づき、

当該財政援助等に係る出納その他の事務の執行が

適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼と

して実施するもの 

要 

５号 

公金の収納又

は支払事務に

関する監査 

法第 235条

の 2第 2項

又は公企法

第 27条の 2

第 1項 

指定金融機関等に対し、必要があると認めると

き、又は町長若しくは公営企業管理者の要求に基づ

き、公金の収納又は支払の事務が、法令等の規定及

び指定契約の約定のとおり行われているかどうか

を主眼として実施するもの 

否 

６号 

住民の直接請

求に基づく監

査 

法第 75条 請求に係る事務の執行について実施するもの 要 

７号 
議会の要求に

基づく監査 

法第 98条 

第 2項 
要求に係る事務について実施するもの 要 

８号 
請願の措置と

しての監査 
法第 125条 

議会が採択した請願のうち、監査委員において監

査することにより措置することが適当と認められ

たものについて実施するもの 

否 

９号 
町長の要求に

基づく監査 

法第 199条 

第 6項 
要求に係る事務の執行について実施するもの 要 

10号 
住民監査請求

に基づく監査 
法第 242条 請求の内容について実施するもの 要 

11号 

町長又は公営

企業管理者の

要求に基づく

職員の賠償責

任に関する監

査 

法第 243条 

の 2第 3項

又は公企法

第 34条 

要求に係る事実の有無等について実施するもの 要 
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 12号 
共同設置機関

の監査 

法第 252 条

の11第4項 

共同設置機関の行う関係普通地方公共団体の財

務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理

について、規約で定める普通地方公共団体の監査委

員が実施するもの 

否 

監 
 

査 

13号 

財政健全化計

画等に対する

長の要求によ

る監査 

健全化法第

26条第 1項 

財政健全化計画、財政再生計画又は経営健全化計

画を定めなければならない地方公共団体の長は、こ

れらの計画を定めるに当たっては、あらかじめ、当

該地方公共団体の財政の健全化のために改善が必

要と認められる事務の執行について、監査委員に対

し、地方自治法第 199条第6項の監査の要求をしな

ければならない。 

否 

検 
 

査 

14号 
例月現金出納

検査 

法第 235条 

の 2第 1項 

会計管理者及び公営企業管理者の保管する現金

（歳計現金、歳入歳出外現金、一時借入金、基金に

属する現金及び預り金を含む。以下同じ。）の在高及

び出納関係諸表等の計数の正確性を検証するとと

もに、現金の出納事務が適正に行われているかどう

かを主眼として実施するもの 

否 

審 
 

査 

15号 決算審査 

法第 233条 

第 2項又は

公企法第 30

条第 2項 

決算その他関係諸表等の計数の正確性を検証す

るとともに、予算の執行又は事業の経営が、適正か

つ効率的に行われているかどうかを主眼として実

施するもの 

要 

16号 
基金の運用状

況審査 

法第 241条 

第 5項 

基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検

証するとともに、基金の運用が、適切かつ効率的に

行われているかどうかを主眼として実施するもの 

要 

17号 
普通会計の財

政健全化審査 

健全化法第

3条第 1項 

健全化判断比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類を審査するもの 
要 

18号 

公営企業会計

の経営健全化

審査 

健全化法第

22条第 1項 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類を審査するもの 要 

19号 
内部統制評価

報告書審査 

法第 150 条

第 5項 

町から提出された内部統制評価報告書を対象に、

その評価が適切であるかどうかについて実施する

もの 

要 

 

 

(倫理規範) 

第３条 監査委員は、高潔な人格を維持し、誠実に、かつ、本基準に則ってその職務を遂行するものとする。 

(独立性、公正不偏の態度及び正当な注意) 

第４条 監査委員は、独立的かつ客観的な立場で公正不偏の態度を保持し、その職務を遂行するものとする。 

２ 監査委員は、正当な注意を払ってその職務を遂行するものとする。 
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(専門性) 

第５条 監査委員は、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有すること

が求められ、その職務を遂行するため、自らの専門能力の向上と知識の蓄積を図り、その専門性を維持確保す

るため研鑽に努めるものとする。 

２ 監査委員は、監査委員の事務を補助する職員に対し、監査委員の職務が本基準に則って遂行されるよう、地

方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関して、自らの専門能力の向上と知識の蓄積を図る

よう研鑽に努めさせるものとする。 

(質の管理) 

第６条 監査委員は、本基準に則って、その職務を遂行するに当たり求められる質を確保するものとする。その

ために、監査委員の事務を補助する職員に対して、適切に指揮及び監督を行うものとする。 

２ 監査委員は、監査基本計画及び監査実施計画（以下、監査計画という。）、監査等の内容、判断の過程、証

拠及び結果その他の監査委員が必要と認める事項を監査調書等として作成し、保存するものとする。 

 

第２章 実施基準 

(監査計画等) 

第７条 監査委員は、監査等を効率的かつ効果的に実施することができるよう、リスク(組織目的の達成を阻害

する要因をいう。以下同じ。)の内容及び程度、過去の監査結果、監査結果の措置状況、監査資源等を総合的

に勘案し、監査計画を策定するものとする。監査計画には、監査等の種類、対象、時期、実施体制等を定める

ものとする。 

２ 監査委員は、監査計画の前提として把握した事象若しくは状況が変化した場合又は監査等の実施過程で新た

な事実を発見した場合には、必要に応じて適宜監査計画を修正するものとする。 

３ 監査委員は、監査等を実施するに当たっては、特別の場合を除き、町長等に対し、監査等の種類、期日、場

所等をあらかじめ通知する。 

４ 監査委員は、監査等を実施するに当たっては、あらかじめ項目及び様式を定めて監査等に必要な資料を提出

させ、必要に応じて事務事業の概況について説明を求める。 

５ 監査委員は、監査等を実施するに当たっては、対象となる事務等についてあらかじめ関連法規等の調査研究

を行い、基礎知識をかん養する。 

６ 監査委員は、同条第４項の規定に基づき提出された資料について検討し、その問題点を把握する。 

７ 監査委員は、前回までの監査等における指摘内容及び問題点等を把握する。 

８ 監査等の着眼点は、別項に定める監査等の着眼点のうちから選択するものとする。ただし、監査等の対象に

より、必要に応じて、その都度着眼点を追加して定めるものとする。 

 (リスクの識別と対応) 

第８条 監査委員は、監査等（内部統制評価報告書審査を除く。本条、次条第２項並びに第15条第３項及び第４

項において同じ。）の対象のリスクを識別し、そのリスクの内容及び程度を検討した上で、監査等を実施する

ものとする。 

(内部統制に依拠した監査等) 

第９条 前条のリスクの内容及び程度の検討にあたっては、内部統制の整備状況及び運用状況について情報を集

め、判断するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の種類に応じ、内部統制に依拠する程度を勘案し、適切に監査等を行うものとする。 

(監査等の実施手続) 

第10条 監査委員は、必要な監査等の証拠を効率的かつ効果的に入手するため、監査計画に基づき、実施すべき

監査等の手続を選択し、実施するものとする。 

２ 第２条第３項第１号から第５号まで並びに第14号から第18号までに掲げる監査等における監査等の実施手続

の適用は、原則として試査による。ただし、試査によって異常を発見した場合には、当該事項について必要と

認めるときは範囲を拡大して精査によるものとする。 

３ 監査等に基づく監査対象課等の長に対する講評は、監査等の結果に関する報告の決定の前に行い、これに対

する弁明又は意見を聴取するものとする。 

(監査等の証拠入手) 

第11条 監査委員は、監査等の結果を形成するため、必要な監査等の証拠を入手するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の証拠を評価した結果、想定していなかった事象若しくは状況が生じた場合又は新たな
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事実を発見した場合には、適宜監査等の手続を追加して必要な監査等の証拠を入手するものとする。 

(各種の監査等の有機的な連携及び調整) 

第12条 監査委員は、各種の監査等が相互に有機的に連携して行われるよう調整し、監査等を行うものとする。 

２ 監査委員は効率的かつ効果的に実施するため、各種の監査等を重層的に実施することができる。 

(監査専門委員との連携) 

第13条 監査委員は、必要に応じて監査専門委員を選任し、必要な事項を調査させることができる。 

２ 監査委員は、監査等の実施に当たり、効率的かつ効果的に実施することができるよう、監査専門委員との連

携を図るものとする。 

 

第３章 報告基準 

(監査等の結果に関する報告等の作成及び提出) 

第14条 監査委員は、財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係る監査の結果に関する報告を作成し、議

会、町長及び関係のある委員会又は委員に提出するものとする。 

２ 監査委員は、前項の監査の結果に関する報告については、当該報告に添えてその意見（12）を提出することが

できるとともに、当該報告のうち特に措置を講ずる必要があると認める事項については勧告（13）することがで

きる。 

３ 監査委員は、例月出納検査の結果に関する報告を作成し、議会及び町長に提出するものとする。 

４ 監査委員は、決算審査、基金運用審査、健全化判断比率等審査及び内部統制評価報告書審査を終了したとき

は、意見を町長に提出するものとする。 

５ 監査等の結果は、原則として、報告書等の提出以前に、町長等の関係者以外の者に知らせてはならない。 

(監査等の結果に関する報告等への記載事項) 

第15条 監査等の結果に関する報告等には、原則として次に掲げる事項その他監査委員が必要と認める事項を記

載するものとする。 

一 本基準に準拠している旨 

二 監査等の種類 

三 監査等の対象 

四 監査等の着眼点(評価項目) 

五 監査等の実施内容 

六 監査等の結果 

２ 前項第六号の監査等の結果には、次の各号に掲げる監査等の種類に応じて、重要な点において当該各号に定

める事項が認められる場合にはその旨その他監査委員が必要と認める事項を記載するものとする。 

一 財務監査  前項第一号から第五号までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった事

務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めていること 

二 行政監査 前項第一号から第五号までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった事

務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めていること 

三 財政援助団体等監査 前項第一号から第五号までの記載事項のとおり監査した限りにおいて、監査の対象

となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿

って行われていること 

四 決算審査 前項第一号から第五号までの記載事項のとおり審査した限りにおいて、決算その他関係書類が

法令に適合し、かつ正確であること 

五 例月出納検査 前項第一号から第五号までの記載事項のとおり検査した限りにおいて、会計管理者等の現

金の出納事務が正確に行われていること 

六 基金運用審査 前項第一号から第五号までの記載事項のとおり審査した限りにおいて、町長から提出され

た基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であると認められ、基金の運用が確実かつ効率的に行われてい

ること 

七 健全化判断比率等審査 健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類が法令に適合し、かつ正確であること 

八 内部統制評価報告書審査 長が作成した内部統制評価報告書について、監査委員が確認した内部統制の整
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備状況及び運用状況、評価に係る資料並びに監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行

為によって得られた知見に基づき、長による評価が評価手続に沿って適切に実施されたか及び内部統制の不

備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われているかという観点から検証を行い審査した

限りにおいて、内部統制評価報告書の評価手続及び評価結果に係る記載は相当であること 

３ 第一項第六号の監査等の結果には、前項各号に掲げる監査等の種類に応じて、重要な点において当該各号に

定める事項が認められない場合にはその旨その他監査委員が必要と認める事項を記載するものとする。 

４ 監査委員は、是正又は改善が必要である事項が認められる場合、その内容を監査等の結果に記載するととも

に、必要に応じて、監査等の過程で明らかとなった当該事項の原因等を記載するよう努めるものとする。 

５ 監査委員は、内部統制評価報告書審査においては、長による評価が評価手続に沿って適切に実施されていな

いと考えられる場合及び内部統制の不備については重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行われていな

いと考えられる場合は、その内容を記載するものとする。 

 (合議) 

第16条 監査等のうち、次に掲げる事項については、監査委員の合議によるものとする。 

一 監査の結果に関する報告(財務監査、行政監査及び財政援助団体等監査に係るものに限る。以下同じ。)の

決定 

二 監査の結果に関する報告に添える意見（14）の決定 

三 監査の結果に関する報告に係る勧告の決定 

四 決算審査に係る意見（15）の決定 

五 基金運用審査に係る意見の決定 

六 健全化判断比率等審査に係る意見の決定 

七 内部統制評価報告書審査に係る意見の決定 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告の決定について、各監査委員の意見が一致しないことにより、前項の

合議により決定することができない事項がある場合には、その旨及び当該事項についての各監査委員の意見を

議会、町長及び関係のある委員会又は委員に提出するとともに公表するものとする。 

(公表) 

第17条 監査委員は、次に掲げる事項を監査委員全員の連名で公表するものとする。 

一 監査の結果に関する報告の内容 

二 監査の結果に関する報告に添える意見の内容 

三 監査の結果に関する報告に係る勧告の内容 

２ 公表は、内子町公告式条例によるほか、町広報紙等に掲載するなど、広く住民に周知することができる方法

により行う。 

(措置状況の公表等) 

第18条 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関する報告に係る勧告をした者か

ら、措置の内容の通知を受けた場合は当該措置の内容を公表するものとする。 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告を提出した者及び監査の結果に関する報告に係る勧告をした者に、適

時、措置状況の報告を求めるよう努めるものとする。 

 

 

（附則） 

本基準は、令和２年４月１日から施行する。 

本基準は、令和３年４月１日から施行する。 

本基準は、令和６年４月１日から施行する。 
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（1） 地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第199条第1項及び第4項 

（2） 法第199条第2項 

（3） 法第199条第7項 

（4） 法第233条第2項及び地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第30条第2項 

（5） 法第235条の2第1項 

（6） 地方公営企業においては管理者 

（7） 法第241条第5項 

（8） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)第3条第1項及び第22条第1項 

（9） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項 

（10）地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第2項 

(11) 法第150条第5項 

(12) 法第199条第10項 

(13) 法第199条第11項 

(14) 法第199条第10項 

(15) 法第233条第3項及び地方公営企業法第30条第4項 
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（内子町監査基準第７条関係） 

 

別項 監査等の着眼点 

 

目 次 

 

第１ 財務事務監査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

１ 共通的事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

     ２ 収入事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

３ 町税 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

４ 起債及び一時借入金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９ 

     ５ 支出事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

     ６ 契約事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

     ７ 財産管理事務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

第２ 経営に係る事業管理監査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

第３ 工事監査等の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

第４ 行政監査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

１ 基本的事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

     ２ 着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

第５ 財政援助団体等監査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

１ 財政援助団体監査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

     ２ 出資団体監査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

３ 公の施設の指定管理者監査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

第６ 指定金融機関（出納取扱金融機関）等監査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・ 17 

第７ 例月現金出納検査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 １ 計数の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 ２ 現金等の保管状況の確認 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

     ３ 書類検査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

第８ 決算審査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

１ 一般会計及び特別会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

     ２ 公営企業会計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

第９ 基金の運用状況審査の着眼点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

１ 形式審査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 

     ２ 実質審査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 
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着  眼  点 関係法令 

第１ 財務事務監査の着眼点 

１ 共通的事項 

（１）予算の執行は計画的かつ効率的に行われているか。 

（２）予算計画に対する実績は妥当であるか。 

 （３）総計予算主義の原則は守られているか。 

（４）会計区分、年度区分及び予算科目を誤って執行している

ものはないか。 

（５）継続費、繰越明許費（建設改良費）の繰越扱い、使用手

続に誤りはないか。 

 （６）債務負担行為及び公営企業における棚卸資産の購入は、

予算に定められた限度内でなされているか。 

 （７）弾力条項の適用、事故繰越し等の理由、金額及び手続は

適正か。 

（８）事務処理で法令等に違反するものはないか。 

（９）計数に違算はないか。特に各種の帳簿、証拠書類等の計

数は各種帳簿類の計数と符合しているか。 

（10）各種の帳簿及び書類は、法令等に定められた様式が使用

されているか。また、帳簿等の整備記帳、各種証拠書類の

整理保存等は、適正に行われているか。  

（11）出納員その他会計職員の任命手続は適正に行われている

か。また、その設置は事務の実情に合致しているか。 

（12）現金（前渡金、概算払金、釣銭及び窓口保管金を含む。）、

有価証券等の保管及び取扱いは適正か。また、確実かつ有

利な方法になっているか。 

（13）歳入歳出外現金の取扱いは適正か。 

（14）寄附収受の手続は適正に行われ、議会の議決を必要とす

るものについてはその手続がとられているか。 

（15）その他経理事務について、執行機関における管理点検体

制が確立され、有効に機能しているか。 

（16）事務処理の組織又は手続に改善の余地はないか。 

 

２ 収入事務 

（１）調定事務は適正になされているか。 

    調定額の算定、調定の時期及び手続、調定の取消し、更

正の根拠及び手続、減免、延納又は後納等の理由及び手続、

前年度収入未済額の調定繰越等。 

 （２）徴収事務は適正になされているか。 

 

 

法２⑭令１５０地財法４公企令１８ 

 

法２１０ 

法２０８、２０９令１４２、１４３ 

公企法１９、２０公企令９～１６、２６ 

法２１２、２１３令１４５、１４６ 

公企法２６公企令１８の２、１９ 

法２１４、２１５ 

公企令１７、１７の２ 

法２１８④、２２０令１４９、１５０ 

公企法２４③、２６ 

法２⑯ 

 

 

 

 

 

法１７１ 

公企法２８ 

 

法２３５の４令１６８の６、１６８の７ 

公企令２２の６ 

 

令１６８の７ 

法９６ 

公企法４０ 

 

法２⑭⑮ 

 

法２２３～２２７、２２８①、２３０、２３１ 

２３５の５、２４０ 

令１５４、１６０、１７１の６、１７１の７ 

地財法２３ 

法２３１、２３１の３②④、２４０ 

令１５４、１５５、１６５の７、１６９の７②、１７１の
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    納入通知、延納、分納及び徴収停止の措置、過誤納金の

還付手続、延滞金の徴収事務、口座振替による収納手続等。 

 （３）現金取扱事務は適正になされているか。 

    領収書の取扱い、収納金の保管、釣銭資金の設定、取扱

い及び保管等。 

（４）滞納整理事務は適正になされているか。 

    滞納状況及び理由の把握、収納率低下の場合、その原因

の把握及び対策、督促、催告及び時効中断手続、督促手数

料及び延滞金等の徴収、不納欠損処分等。 

 

 ３ 町税 

（１）賦課事務は適正になされているか。 

台帳、帳簿、証拠書類等の整備及び保存、納税義務者、

課税客体等の把握、調定漏れ、調定誤りの有無、非課税、

減免、課税免除、不均一課税、納期限延長の取扱い及び手

続等。 

（２）徴収事務は適正になされているか。 

徴収台帳等の整備、滞納整理事務等（｢２ 収入事務(4)｣

を準用する）。 

 

４ 起債及び一時借入金 

（１）起債の内容は適切か。 

起債の目的、資金種別、時期、限度額、方法、借入先、

利率及び償還の方法等。 

（２）起債は予算で定められた限度内で行われているか。 

（３）元利償還及び利子の支払事務は適正に行われているか。 

（４）資金計画は適正か。また、資金運営は円滑に行われてい

るか。 

（５）一時借入金の時期、借入先、金額、利率及び期間等は適

切か。 

 （６）借入れの最高額は、予算で定められた額を超過していな

いか。また、会計年度内の歳入をもって償還しているか（公

営企業にあっては 1 年以内の借換えの理由、金額は適当

か）。 

 （７）一時借入金の運用及び各会計間における繰替使用は適正

に行われているか。 

 

 

５、１７１の６ 

公企令２１の２ 

法１７１、２３５の４① 

令１６８の５ 

公企法２８公企令２２の６① 

法９６、２３１の３、２３６、２４０ 

令１７１、１７１の２～１７１の７ 

公企法４０地税法１５の５ 

民法１３８、１４７他 

 

 

法２２３ 

地税法５～７、１５、１７の４～１７の６、２０の５の

２、２９４、２９５、３２３、３１７の２・４、３２１の１１

他 

 

地税法１３の２、１５、１５の５、１５の７、１７、１

８、２０の４、３２１②、３２９、３３１他地税令６の２

の３ 

 

 

法２３０ 

公企法２２、２３ 

地財法５～５の５地財令２～３６ 

法２１５、２３０②公企令１７ 

地財法５の５地財令２～３６ 

 

公企法３１ 

 

法２３５の３ 

公企法２９ 

法２１５ 

公企法２９ 
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５ 支出事務 

（１）違法、不当な支出又は不経済な支出はないか。 

（２）議会の議決に付すべき事由による支出は適正にその手

続がなされているか。 

（３）支出決定は、正当な権限者により行われているか。 

（４）予算目的に反する支出はないか。 

 （５）予算配当、配分の時期及び額は適切か。 

 （６）予算流用、予備費充用の手続及び時期は適正か。 

 （７）支出の特例による支払方法（資金前渡、概算払、前金払、

繰替払等）及び精算等の手続は、法令等に定めるところに

より適時、適正に行われているか。 

 （８）給与、その他の給付、旅費、食糧費等、需用費、備品購

入費等、役務費、使用料及び賃借料、委託料、設備補修費、

修繕費、工事請負費、負担金、補助及び交付金、貸付金、

償還金利子及び割引料の支出は適正に行われているか。 

 

 

６ 契約事務 

 （１）契約の方法及び手続（入札、随意契約） 

ア 一般競争入札、指名競争入札による場合、その理由は

適正か。 

   イ 入札事前準備事務は適正、かつ公正に行われている

か。 

入札の公告等の諸手続、入札条件、内容の明示、設計

書及び仕様書の作成、予定金額、予定価格及び最低制限

価格の算定、秘密保持の方法、資格審査事務、資格停止

（指名停止）に関する事務等。 

   ウ 相手方決定事務は適正、かつ公正に行われているか。 

入札、再入札及び開礼、落札者の決定及び通知、入札

保証金の取扱い、契約発注の時期及び契約変更時期等。 

  エ 随意契約による場合、その理由は適正か。 

オ 随意契約による場合は原則として 2 名以上の者から

見積書を徴しているか。また、例外的に 1名の者から見

積書を徴する時は、その理由は適正か。 

カ その他「ア～ウ」の該当項目を準用する。 

 （２）契約締結 

ア 契約締結事前準備事務は適正に行われているか。 

イ 契約締結事務は適正に行われているか。 

法２３２、２３２の３、２３２の４、２３２の５①憲法８

９地財法４の５、２７の２支払遅延防止法 

法９６ 

公企法４０ 

 

法２３２の４② 

令１５０、１５１公企令１８ 

法２１７、２２０②令１５１公企令１８ 

法２３２の５②令１６１～１６５の２ 

公企令２１の５～２１の１０ 

 

法２０３～２０７、２３１の３④、２３２の２、２３２の

３、２３２の５、２３４の２・２①、２３６令１５９、１６５

の７、１６７の１５令附則７公企法３８地公法２４、

２５所税法１８３地税法１７、１７の２、１７の４、１

８の３民法１６７他支払遅延防止法、公企令２１ 

 

法２３４ 

令１６７、１６７の１０の２ 

特例令 

令１６７の４～１６７の５の２、１６７の５、６、１０

①、１１、１１①、１２ 

特例令４～９ 

適正化法８適正化令７ 

 

 

法２３４③ 

令１６７の２①②、１６７の７～１６７の１０、１６７

の１０の２、１６７の１３、公企令２１の１５、特例

令１１、建設業法施工令６ 

令１６７の２特例令１０適正化法８適正化令７ 

 

 

 

 

 

法９６、２１４令１５０①公企法４０公企令１７ 

令１５８①②③、１５８の２、１６５の３、１６５の３
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契約書、見積書等関係書類及び帳簿の整備、契約金

額、契約目的、履行の期限及び場所、契約保証その他契

約の内容、契約保証金の取扱い等。 

 （３）契約の履行 

ア 工事完成の時期、物品の納入時期、その他の契約の履

行期限は守られているか。また、工事完了報告の時期は

適正か。 

イ 工事は設計書どおりに施工されているか。 

ウ 契約日以前に着工しているものはないか。 

エ 監督及び検査、検収、立会いは厳正に行われている

か。 

オ 契約履行の遅滞及び不履行に対する契約の解除、違

約金及び履行保証保険金の徴収等の措置は適正か。ま

た、契約解除後の措置は適正に行われているか。 

 

 ７ 財産管理事務 

 （１）公有財産 

   ア 財産の取得及び処分の手続は適正になされているか。 

財産の取得及び処分の相手、時期、価格、登記等。 

   イ 財産の管理は適正になされているか。 

財産台帳の整備、効率的な運用等。 

   ウ 財産の貸付は適正になされているか。 

貸付（使用許可）の理由及び期間、貸付料その他貸付条

件、無断増改築又は無断転貸・用途変更等。 

 （２）物品 

ア 物品の購入は計画的かつ効率的に行われているか。 

   イ 物品の現在高は帳簿残高と一致しているか。 

   ウ 物品の寄附収受、貸借、所管換え、紛失、破損、廃品、

売却、交換、譲与等の処理・手続は適正に行われている

か。 

 （３）貯蔵品（公営企業会計） 

   ア 貯蔵品の購入は、在庫、予算、資金、市況等の状況に

照らし、その価格、品質、数量、時期等は計画的かつ効

率的になされているか。 

（４）債権 

   ア 債権の内容、発生根拠、債務者、履行条件等の必要事

項は明確に把握されているか。 

   イ 債務の確実な履行を担保する手段（担保、連帯保証人

①、１６７の１６ 

公企令２１の１４ 

適正化法８適正化令７印紙税法８ 

法２３４の２令１６７の１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法９６、２３７、２３８の３～２３８の５令１６９の６公

企法３３、４０ 

法２３７、２３８、２３８の４、２３８の５、２４４の２③

地財法８ 

憲法８９ 

法２３８の４、２３８の５令１６９～１６９の６ 

公企法３３③民法６０４ 

 

法２３９令１７０～１７０の５ 

 

令１７０の４ 

 

 

 

公企法２０公企令９ 

 

 

 

法２４０令１７１～１７１の７ 
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等の設定）は確実に講じられているか。 

ウ 履行期限までに履行されていない債権の督促はなさ

れているか。また、強制執行その他保全及び取立てに必

要な措置はとられているか。 

 

 （５）基金 

ア 基金設置目的は明瞭であり、かつ目的に従って積み

立てられ、確実、効率的に運用されているか。 

イ 基金の取崩し手続きは適正に行われているか。 

ウ 基金運用から生ずる収益及び管理経費の処理は適切

に行われているか。 

 

 

 

 

 

 

法２４１ 

第２ 経営に係る事業管理監査の着眼点 

 （１）事業の目的は明確になっているか。 

（２）事業は住民の福祉の増進に役立っているか。 

 （３）事業は経済性を十分考慮されているか。 

（４）公営企業については、企業の経済性を発揮するとともに

公共の福祉を増進するように運営されているか。 

 （５）事業は効率的かつ計画的に執行されているか。 

 （６）経営成績はどうか。 

（７）料金の原価計算は適切に行われているか。料金水準は適

正か。また、料金の収納状況は良好か。 

（８）事業計画の策定は関連事業との調整、財源確保の見通し、

費用対効果、事業遂行能力等を十分考慮してなされている

か。 

（９）建設改良工事の進捗状況はどうか。遅延している場合、

その原因はどこにあるか。また、その対策は適切か。 

 

 

法２⑭ 

法２⑭地財法４ 

公企法３ 

 

 

法２⑭⑮公企法３ 

公企法２１② 

 

 

 

 

 

 

第３ 工事監査等の着眼点 

（１）工事の計画は妥当か。 

 （２）事業目的に適合した設計となっているか。 

 （３）仕様書、設計図面及び明細書は的確に作成されているか。 

 （４）積算基準、積算資料等の整備状況及びその運用は適切に

行われているか。 

 （５）契約は適正になされているか（｢第１ 財務事務監査の着

眼点｣の｢６ 契約事務(1)(2)」を準用する）。 

 （６）設計図書どおり施工されているか。 

 （７）契約前に着工しているものはないか。 

 （８）工期変更の理由は適切か。 

（９）設計変更の内容、時期は妥当か。また、その手続は適切
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に行われているか。 

 （10）検査は適正になされているか（｢第１ 財務事務監査の着

眼点｣の｢６ 契約事務(3)｣を準用する）。 

（11）維持管理基準及び保守点検基準の整備状況並びにその運

用は適切に行われているか。 

（12）設計及び工事監理等の業務委託契約の内容は適正か。 

 

 

 

地財法８ 

 

 

第４ 行政監査の着眼点 

 １ 基本的事項 

 （１）基本的視点 

ア 事務事業は、住民の福祉増進、住民負担の軽減、住民

サービスの向上に努めているか。 

イ 事務処理は、能率的、効率的に行われているか。 

ウ 組織は簡素で、かつ合理的なものとなっているか。 

   エ 事務の執行は、法令等に従って適正に行われている

か。 

   オ 社会・経済情勢や行政需要の変化への対応はなされて

いるか。 

   カ 各部局間の連携、整合性、総合性がとれ、公平性、信

頼性が確保されているか。 

２ 着眼点 

   行政監査は、次に掲げる着眼点によるほか、「第１ 財務

事務監査の着眼点」、「第２ 経営に係る事業管理監査の着眼

点」、「第３ 工事監査等の着眼点」及び「第５ 財政援助団

体等監査の着眼点」に掲げる着眼点を必要に応じ準用する。 

（１）計画策定 

ア 計画は、現状分析、将来予測、年次計画、事業費、財

源、施設の立地条件、組織等が十分検討され、また、関

係課局間で十分連絡調整がなされ、実行可能なものと

なっているか。 

イ 基本構想その他関係がある他の計画との整合性はと

られているか。 

ウ 費用対効果等、経済性は十分検討されているか。 

 （２）建設事業 

   ア 建設事業の施行に当たり、その着手及び完成の時期は

計画に適合しているか。 

   イ 工事に係る入札・契約事務の執行体制は合理的に確立

され、その機能は十分果たしているか。 

   ウ 請負業者の選定基準、選定方法は適正か。 

 

 

 

法２⑭⑮ 

 

法２⑭令１４０の６ 

法２⑮令１４０の６ 

法２⑯令１４０の６ 

 

法２⑭⑮ 

 

法１３８の３ 

 

 

 

 

 

 

 

法２④、１３８の３② 

 

 

 

法２④ 

 

法２⑭ 

 

 

 

法２３４令１６７ 

適正化法 

令１６７の４～１６７の１３ 
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   エ 工事に係る監督、検査体制は合理的に確立され、その

機能は十分に果たしているか。 

（３）施設管理 

   ア 教育施設、文化施設、社会福祉施設等の管理運営は、

内容、運営時間等からみて、施設の設置目的に合致して

いるか。また、町民の利便性を考慮したものとなってい

るか。 

イ 管理運営に当たり、公共性、経済性は考慮されている

か。 

ウ 施設は十分利用されているか、対象者等が減少傾向に

ないか。また、利用状況が低率なものについて問題点が

把握され、解決について努力されているか。 

エ 道路、公園等の安全管理は適切か。施設の災害対策は

万全か。また、身体障がい者、高齢者への配慮は十分か。 

オ 用地等の活用及び処分は適正に行われているか。 

カ 合併前の旧町からの継承財産の整備・管理体制は十

分か。 

キ 公営住宅の公募の方法、入居資格の審査、入居者の選

考及び家賃の決定・変更等は適正かつ公正に行われて

いるか。 

（４）規制行政 

ア 規制行政（公共の秩序を維持し、又は経済、環境等に

ついて望ましい秩序を作り出すための行政）を行うに当

たり、許認可、実態の監視及び代執行その他の強制措置

についての運用基準、要綱等は整備され、また、見直し

が適切になされているか。 

イ 許認可事務等は、関係法令等に基づき、迅速、確実か

つ公正に処理されているか。 

（５）助成行政 

ア 助成行政（社会福祉、保健、産業振興、教育充実等の

住民に対する財・サービスを提供する行政）は、その運

用において、制度の目的に合致しているか。また、計画

的かつ効率的に行われ、住民の利便性を考慮したものと

なっているか。 

   イ 助成行政に係る運用基準、要綱等は整備され、公正円

滑に運用されているか。 

ウ 受益者負担は適切に行われているか。 

エ 助成行政における各種の制度は十分利用されている

法２３４の２①令１６７の１５ 

 

 

法２４４① 

 

 

 

地財法８ 

 

地財法８ 

 

 

道路法１９ 

 

法１３８の３② 

 

 

公住法１６①②、２２～２５ 

公住令２、３、５～７ 

 

 

行手法５、１２ 

 

 

 

 

行手法６～８ 

 

 

法２⑭⑮ 

 

 

 

 

行手法３８ 
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か。また、利用状況が低率なものについて問題点が把握

され、解決について努力されているか。 

（６）団体管理 

ア 事務事業の進行管理は、効率的にかつ適切に行われ

ているか。 

イ 職員の事務（業務）配分、業務量は適切か。また、分

担表が形骸化していないか。 

ウ 職員の能力に応じた能率的な事務処理ができるよう

職員が配置されているか。 

エ 職員に対する指導監督は適切に行われているか。 

   オ 職員の勤務状況は適正か。 

カ 行政を円滑かつ効率的に推進するため、組織相互の

連絡調整は、十分図られているか。 

   キ 事務のＩＣＴ化は、その効果を十分上げているか。 

   ク 電子計算機処理等に係る個人情報及びデータの保護

は、適正に行われているか。 

   ケ ＯＡ機器の故障、停電等の緊急事態に対して迅速に対

応できる体制をとっているか。 

   コ 職員へのシステムの周知・研修・訓練は十分に行われ

ているか。 

   サ 事務事業に係る広報、広聴活動は適切に行われ、事務

事業の趣旨は関係者及び住民に周知徹底されているか。 

 

 

 

法２⑭⑮ 

 

法２⑮ 

 

法１３８の３②、１８０の３ 

 

法２⑮ 

法154、公企法15② 

地公法35 

 

 

 

 

個人情報保護法 

 

 

 

地公法39 

第５ 財政援助団体等監査の着眼点 

 １ 財政援助団体監査 

 （１）所管課関係 

ア 補助金、交付金、負担金、貸付金、その他の財政援助

（以下「補助金等」という。）の決定は法令等に適合し

ているか。 

イ 補助金交付要綱は整備されているか。 

ウ 補助金等の交付目的及び補助等対象事業の内容は明

確か。また、公益上の必要性は十分か。 

エ 補助金等に関する条件（貸付金については、利率、元

利金の償還方法、額及びその時期等）の内容は明確か。 

オ 補助金等の額の算定、交付方法、時期、手続等は適正

か。 

   カ 補助金等の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書

等によりなされているか。 

   キ 補助金等交付団体への指導監督は適切に行われてい

 

法１９９⑦ 

憲法８９ 

財政援助制限法 

 

 

 

法２３２の２ 

 

 

 

 

 

 

法２２１② 
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るか。 

（２）団体関係 

ア 事業計画書、予算書及び決算諸表等と所管課へ提出

した補助金等の交付申請書、実績報告等は符合するか。 

イ 補助金等交付申請書の提出及び補助金等の請求、受

領は適時に行われているか。 

ウ 事業は、計画及び交付条件に従って実施され、十分効

果が上げられているか。また、補助金等が補助等対象事

業以外に流用されていないか。 

エ 出納関係帳票の整備、記帳は適正か。また、領収書等

の証拠書類の整備、保存は適切か。 

オ 補助金等に係る収支の会計経理は適正か。 

 ２ 出資団体監査 

（１）所管課関係 

ア 出資目的及び出資金額等は妥当か。 

   イ 出資金等の支出手続は適正か。 

   ウ 出資団体の経営成績及び財政状態を十分把握し、適切

な指導監督を行っているか。 

エ 増・減資等はあるか。また、配当金は確実に収入され

ているか。 

（２）団体関係 

ア 定款（寄附行為）並びに経理規程等諸規程は整備され

ているか。 

   イ 設立目的（出資目的）に沿った事業運営が行われてい

るか。 

ウ 決算諸表等は法令等に準拠して作成されているか。 

エ 経営成績及び財政状態は良好か。 

   オ 関係帳票の整備、記帳は適切か。また、領収書等の証

拠書類の整備、保存は適切か。 

   カ 会計経理及び財産管理は適切か。 

   キ 資金の運用は適切か。また、経費節減は図られている

か。 

 ３ 公の施設の指定管理者監査 

（１）所管課関係 

ア 公の施設の管理を行わせている団体の指定は、法令、

条例等に根拠をおいているか。 

イ 指定管理者の指定は、適正・公正に行われているか。 

ウ 管理に関する協定等の締結は、適正に行われている

法２２１②③令１５２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法１９９⑦令１４０の７ 

 

 

 

法２２１③令１５２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

法２３３令１６６ 

 

 

 

 

 

 

法１９９⑦ 

 

法２４４の２③④⑧⑨ 

 

法２４４の２④⑤⑥ 
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か（｢第１ 財務事務監査の着眼点｣の｢６ 契約事務(2)｣

を準用する）。 

エ 協定書等には、必要事項が適正に記載されているか。 

  オ 管理に関する経費の算定、支出の方法、時期、手続等

は適正になされているか（｢第１ 財務事務監査の着眼

点｣の｢５ 支出事務｣を準用する）。 

  カ 事業報告書の点検は適切になされているか（｢第１ 財

務事務監査の着眼点｣の｢６ 契約事務(3)｣を準用する）。 

  キ 指定管理者に対して適時かつ適切に報告を求め、調査

し、又は指示を行っているか。 

  ク 指定管理者において施設の利用促進を図ることとし

ている場合は、利用状況に注意を払い、利用の奨励に努

めているか。 

（２）指定管理者関係 

  ア 施設は関係法令（条例を含む）の定めるところにより

善良な管理者の注意をもって管理されているか。 

イ 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか。 

ウ 利用料金制を採用しており、かつ指定管理者が定め

る場合、利用料金の設定等は適正になされているか。 

エ 利用促進のための努力はなされているか。 

オ 公の施設の管理に係る収支会計経理は適正になされ

ているか。また他の事業との会計区分は明確になって

いるか。 

カ 公の施設の管理に係る出納関係帳簿、記帳は適正に

なされているか。また、領収書類の整備、保存は適正に

なされているか。 

キ 公の施設の管理に係る管理規程、経理規程等の諸規

程は、整備されているか。 

法２３２の３、２３４ 

 

 

法２４４の２④ 

法２３２の５②令１６１～１６５の② 

 

 

法２３４の２、２４４の２⑦令１６７の１５ 

 

法２４４の２⑩⑪ 

 

 

 

 

 

法２４４の２⑦～⑨ 

民法６４４ 

 

 

 

法２４４の２⑧⑨ 

 

 

第６ 指定金融機関（出納取扱金融機関）等監査の着眼点 

（１）公金の収納又は支払は、契約の定めるところに従い、納

税・納入通知書等、あるいは会計管理者及び企業管理者の

振り出した小切手若しくはその通知に基づいて行われて

いるか。 

 （２）収納した公金は町及び地方公営企業の預金口座に確実に

受入れられているか。また、代理金融機関（収納取扱金融

機関）等受入れの公金は遅滞なく指定金融機関等に送付さ

れているか。 

 （３）有価証券の保管は確実に行われているか。 

 

法２３５、２３５の２②令１６８、１６８の２、１６８の

３①② 

公企法２７の２公企令２２の４①② 

 

令１６８の３③ 

公企令２２の４③～⑤ 
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（４）会計管理者の指定金融機関検査報告書の監査。 

 （５）その他公金取扱契約の内容は正確に履行されているか。 

 

令１６８の４③ 

 

第７ 例月現金出納検査の着眼点 

１ 計数の確認（歳計現金、歳入歳出外現金、一時借入金、基

金に属する現金及び預り金） 

（１）一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。） 

ア 検査資料、諸帳簿の計数は正確か。 

イ 検査資料の計数は、諸帳簿及び収支伝票の計数と一

致しているか。 

（２）公営企業会計 

  ア 月次試算表、総勘定元帳等の計数は正確か。 

  イ 月次試算表の計数は総勘定元帳の計数と一致してい

るか。 

２ 現金等の保管状況の確認 

（１）一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。） 

   ア 現物は、検査調書の「収支残高・現金対照表」の金額

と一致しているか。 

イ 保管は、最も確実かつ有利な方法により行っている

か。 

（２）公営企業会計 

ア 現物は、検査調書の「収支残高・現金対照表」の金額

と一致しているか。 

   イ 保管は、最も確実かつ有利な方法により行っている

か。 

 ３ 書類検査（収入・支出関係） 

 （１）収入・支出の所属年度を誤っているものはないか。 

 （２）収入・支出の科目は正確に記入されているか。 

 （３）納入金額、納入義務者、納期限、納入場所及び納入事由

等の必要事項は正確に記入されているか。 

（４）領収済通知書に領収日付印の押印漏れや、日付を誤って

いるものはないか。また、支出命令書に執行日付印の押印

漏れや、日付を誤っているものはないか。 

 （５）支出命令書の金額は、請求書金額、領収書金額と一致し

ているか。 

（６）納期限までに収入されているか。また、支払遅延してい

るものはないか。 

（７）過払、誤払、二重払又は債務発生前の支払をしているも

 

 

 

法２３５の２① 

 

 

 

公企法３１公企令９ 

 

 

 

 

法２３５の４ 

令１６８の６、１６８の７ 

 

 

 

公企令２２の６ 

 

 

 

 

 

法２０８令１４２、１４３公企令１０、11 

法２１６令１４７公企令１６公企則３ 

法２３１令１５４ 

 

 

 

 

法２３２の４② 

 

支払遅延防止法 

 

法２３２の４② 



 20 

のはないか。 

（８）資金前渡、概算払、前金払、繰替払、隔地払、口座振替

の方法による支出は適正になされているか。 

（９）立替払をしているものはないか。 

（10）過納又は誤払い等による戻入は適正に行われているか。 

 

法２３２の５②令１６１～１６５の２ 

公企令２１の５～１０ 

 

令１５９ 

第８ 決算審査の着眼点 

 １ 一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。） 

（１）形式審査 

ア 歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書（以下「決算書等」という。）

の様式は法令で定める様式を基準として作成されてい

るか。 

イ 決算書等の計数は正確か。 

ウ 歳入歳出決算書及び同事項別明細書の科目及び予算

計上額は予算書及び同事項別明細書と一致しているか。 

エ 決算書等の計数は会計管理者及び各予算管理課の帳

簿と一致しているか。 

オ 歳入歳出決算額は証拠書類と一致しているか。 

カ 歳入歳出差引残額又は歳入不足額は適正に処理され

ているか。 

キ 翌年度繰越額は繰越計算書の金額と一致しているか。 

（２）実質審査 

ア 予備調査（計数分析） 

（ア）総計決算と純計決算の計数比較 

（イ）会計別、款別予算執行状況 

（ウ）会計別、款別予算（目的別）の年度間比較 

（エ）会計別、節別予算執行状況 

（オ）会計別、節別予算（性質別）の年度間比較 

（カ）会計別、自主財源、依存財源の年度間比較 

（キ）会計別、一般財源、特別財源の年度間比較 

（ク）町債現在高の年度間比較 

（ケ）債務負担行為（翌年度以降支出予定額）の年度間比

較 

（コ）資金収支の状況 

（サ）財政収支の比較 

（シ）経常収支比率 

（ス）実質収支比率 

（セ）公債費比率 

 

 

 

法２３３①～③、⑤令１６６則１６、１６の２ 

 

 

 

 

法２１１令１４４ 

 

令１６６ 

 

 

法２３３の２令１６６の２ 

 

法２１２、２１３、２２０③令１４５、１４６、１５０ 
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（ソ）財政力指数 

（タ）起債制限比率 

イ 内容審査 

（ア）共通的事項 

     Ａ 違法又は不当な収支はないか。また、出納閉鎖期

日後の収支はないか。 

Ｂ 年度区分及び会計区分の誤りはないか。 

Ｃ 収支科目の誤りはないか。 

Ｄ 前年度の収入未済額は当年度繰越調定額と符合

しているか。 

Ｅ 前年度の決算における翌年度への繰越金は相違

なく当年度の歳入に入っているか。 

Ｆ 財政運営及び資金収支は健全かつ効率的に行わ

れているか。 

Ｇ 弾力条項の適用、事故繰越し等の理由、金額及び

手続は適正か。 

Ｈ 事務の合理化、経費の節減に努力しているか。 

Ｉ 前年度決算についての指摘事項について必要な

措置がとられたか。 

Ｊ 監査、検査等において指摘した事項について必要

な措置がとられたか。 

（イ）歳入 

Ａ 違法又は不当な調定及び調定漏れはないか。 

Ｂ 収入済額は予算現額に比して著しい差異はない

か。また、前年度と比較して著しい増減はないか。 

Ｃ 収入済額は調定額に比して著しい差異はないか。

また、前年度と比較して収入率の著しく低下してい

るものはないか。 

Ｄ 収入未済額、不納欠損処分及び滞納処分停止の

事務処理は適切か。 

Ｅ 税制改正、国及び県支出金における補助率及び

超過負担の是正等税財政制度の改善状況はどう

か。 

   （ウ）歳出 

Ａ 事務事業の計画に対する進捗状況は妥当か。 

Ｂ 予算額に比して多額の不用額を生じているもの

はないか。 

Ｃ 委託料、工事請負費等の支出の時期及び額は適切

 

 

 

 

法２３１、２３２の３、２３２の４②、２３２の５、２３５

の５ 

法２０８、２０９令１４２、１４３ 

法２１６令１４７ 

 

 

法２３３の２ 

 

 

 

法２１８④ 

 

法２⑭⑮地財法４ 

 

 

 

 

 

法２３１令１５４ 

 

 

 

 

 

法２３１の３、２３６、２４０ 

令１７１～１７１の７地税法１５の７ 

 

 

 

 

法１３８の２ 

法２２０令１５０ 

 

法２３２の４②、２３４の２令１６７の１５ 
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か。また、検査検収は確実に行われているか。 

Ｄ 補助金、交付金等の支出の必要性、有効性、時期

及び額は妥当か。 

Ｅ 継続費の逓次繰越、明許繰越、事故繰越等の繰越

理由及び手続は適正か。 

（エ）財産 

     Ａ 異動増減の理由及び処理は適正か。また、現在高

は正確か。 

２ 公営企業会計 

 （１）形式審査 

   ア 法令に定められた決算書類を具備しているか。 

   イ 決算書類の様式、科目の配列及び分類は法令に準拠し

て作成されているか。 

   ウ 必要な注記、付記がなされているか。 

   エ 決算書類の計数は正確か。 

   オ 決算報告書の決算額は税込処理方式となっているか。 

カ 決算計数は関係帳票の計数と一致しているか。 

   キ 決算書類相互の関連計数は一致しているか。 

ク 決算計数不符合調整表は作成されているか。 

（２）実質審査 

ア 予備調査（経営分析） 

（ア）資金運用表による運転資金の分析、検討 

（イ）決算額年度比較分析（対前年度比較、最近数年間の

比較、主要収益・費用の増減原因分析、主要資産・負

債・資本の増減原因分析） 

（ウ）比率分析（構成比率、財務比率、回転率・回転期間、

収益率） 

イ 内容審査 

（ア）共通的事項 

Ａ 法令及び会計規程は遵守されているか。 

Ｂ 資本取引と損益取引は明確に区分されているか。 

Ｃ 監査、審査等における指摘事項の改善処理状況は

どうか。 

Ｄ 消費税及び地方消費税の計算は適正に行われて

いるか。 

（イ）決算報告書 

Ａ 予算に計上漏れはないか。 

Ｂ 予算科目は適正か。 

 

法２２１②、２３２の２ 

 

法２１２、２１３、２２０③令１４５、１４６、１５０③ 

 

 

法２３７、２３８ 

 

 

 

公企法３０公企令９、２３ 

 

 

企業会計原則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業会計原則 

公企法３０公企令２３ 

公企法２０公企令９ 

 

 

消費税法 

地税法 

 

地財法３公企法２４公企令１７ 
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Ｃ 予算の目的外の支出をしているものはないか。 

Ｄ 不経済支出となっているものはないか。 

Ｅ 予算は効率的かつ計画的に執行されているか。 

Ｆ 収入は適正に確保されているか。 

Ｇ 債務負担行為、企業債発行、一時借入金の借入れ

及び棚卸資産購入は予算で定められた範囲内で行

われているか。 

Ｈ 資本的収入が資本的支出に対して不足する額の

補てん財源は妥当か。また、その表示は明瞭か。 

Ｉ 消費税及び地方消費税分は備考欄に内書きされ

ているか。 

   （ウ）損益計算書 

Ａ 期間経営成績は適正に表示されているか。 

Ｂ 経常損益と特別損益の区分は適正か。 

Ｃ 営業損益と営業外損益の区分は適正か。 

Ｄ 減価償却費の計上基準及び償却方法は適正か。 

Ｅ 過年度損益修正の経理は適正に行われているか。 

   （エ）剰余金計算書及び剰余金処分計算書 

Ａ 利益剰余金と資本剰余金との区分は適正か。 

Ｂ 受贈財産の評価額は適正か。 

Ｃ 工事負担金、国庫補助金等の計上及び取崩し経理

は適正に行われているか。 

Ｄ 剰余金の処分は適正に行われているか。 

Ｅ 積立金は会計規程に基づいて積み立てられてい

るか。 

Ｆ 積立金の取崩し経理は適正に行われているか。 

   （オ）賃借対照表 

Ａ 年度末の財政状態は適正に表示されているか。 

Ｂ 資産、負債及び資本の貸借対照表への計上漏れは

ないか。 

Ｃ 固定資産及び投資の経理は適正に行われている

か。 

Ｄ 流動資産の経理は適正に行われているか。 

Ｅ 固定負債の経理は適正に行われているか。 

Ｆ 流動負債の経理は適正に行われているか。 

Ｇ 資本金の経理は適正に行われているか。 

Ｈ 剰余金の経理は適正に行われているか。 

 

地財法４公企法３ 

公企令１８ 

 

公企法２９公企令１７、１８④ 

 

 

 

 

 

 

企業会計原則第２ 

公企法２０①②公企令９④ 

 

 

公企則１３～１６ 

 

 

公企令９ 

 

 

 

公企法３２② 

 

 

 

企業会計原則第３ 

公企法２０②公企令９ 

 

 

公企令１２公企則９ 
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第９ 基金の運用状況審査の着眼点 

 １ 形式審査 

 （１）基金の運用状況に関する調書の計数は会計管理者及び各

予算管理課保管の基金台帳、整理簿等と一致しているか。 

２ 実質審査 

（１）運用状況からみて基金額は適切か。 

（２）基金は設置目的に従って、確実かつ効率的に運用されて

いるか。 

（３）違法、不当な運用はないか。 

（４）運用方法、手続は適正か。また、運用から生ずる収益及

び管理に要する経費の処理は適正に行われているか。 

（５）基金の取崩し手続は適正に行われているか。 

（６）基金台帳等の整理は適正に行われているか。 

（７）貸付を目的とする基金について、収入事務及び滞納整理

事務等は適正に行われているか。 

 

 

法２４１ 

公企令２６の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】  

法令名の略語は、次のとおりとする。 

法        地方自治法 

令        地方自治法施行令 

則        地方自治法施行規則 

地財法      地方財政法 

地財令      地方財政法施行令 

地公法      地方公務員法 

公企法      地方公営企業法 

公企令      地方公営企業法施行令 

公企則      地方公営企業法施行規則 

地税法      地方税法 

所税法      所得税法 

支払遅延防止法  政府契約の支払遅延防止等に関する法律 

財政援助制限法  法人に対する財政援助の制限に関する法律 

適正化法     公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

適正化令     公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令 

特例令      地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令 

行手法      行政手続法 

健全化法     地方公共団体の財政の健全化に関する法律 


